
【産業づくり】本日の論点 P1

１．産業人財不足への対応

人口減少に伴い、産業人財の確保・育成はもとより、事業活動そのものを継続すること
が困難な事業者等も増えてきている。

今後、より担い手不足が深刻化していく中、現在の県内産業の体制をそのまま維持する
ことは困難であるため、デジタル化・ＡＩの活用やリスキリング等による労働力の補完、
労働の質の向上に加え、若者・女性や高齢者、そして外国人の労働市場への参入促進が
重要。

今後の産業人財の減少に対応した県内経済や産業の姿として、どのようなものが考えら
れるか。

２．投資を呼び込む地域産業づくり

本県企業の99.9％は中小企業であり、賃金水準や賃上げ達成率が高い売上高100億円以
上の企業割合は全国ワーストレベルにある。また、食・スポーツ・再生可能エネルギー
などの優れた地域資源（強み）を有しているものの、十分な付加価値の創出にはつな
がっていない。

本県の強みを最大限に生かし、魅力ある企業・産業の誘致や投資の促進を図り、新たな
雇用の創出や継続的な賃金の向上、若者・女性の流出防止につなげる好循環が必要。

例えば、スポーツ、再エネ、カーボンクレジット等を生かして民間投資を呼び込み、
稼げる県内産業（観光、製造、農林水産）をどのように創出していくべきか。



【論点１】本県の就業者数の推計 P2

・運輸・医療・福祉分野への就業者数（需要）は今後も増加する見込みであるものの、全体の就業者数
は大きく減少する見込み（2020年：542,424人 ⇒ 2030年：471,221人 ⇒ 2040年：413,456人）
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（出典：2020年は総務省「国勢調査」、2030年以降は宮崎県独自推計より作成）

【県内】就業者数の推計

2020年 2030年 2040年



（百万円）

（出典：内閣府「令和３年度県民経済計算」より作成）

県内総生産・産業割合と１人当たりの労働生産性の推移

第１次産業 第２次産業 第３次産業 県内総生産 労働生産性

【論点１】県内総生産と労働生産性 P3

・2040年においても現在の県内総生産を維持するためには、1人当たりの労働生産性を2021年比で約３割
向上させる必要がある（2040年の1人当たりの労働生産性8,807千円）

（千円）

1人当たりの労働生産性を
約３割向上させる必要

1人当たりの労働生産性が
向上しなかった場合、
就労人口の減少に伴い、
県内総生産は約２兆8000億円
に減少する



【論点１】2040年の就業構造推計 P4

・国の推計によると、人口減少下においても経済を維持・成長させるためには、ＡＩ・ロボット等の活用
促進や、リスキリング等による労働の質の向上に加え、女性・高齢者や外国人の更なる労働市場参入が
必須

・ＡＩの進展等により、事務・販売職等の労働需要が減少する一方で、専門的・技術的職業の労働需要
が増加することで、職種間、学歴間によってミスマッチが発生するリスクがあるため、戦略的な人材
育成が必要

（出典：文部科学省「リカレント教育推進の現状について）



【論点１】デジタル化の進捗状況とＡＩ等の導入状況 P5

【全国】企業におけるIoT・AI等の導入状況

【全国】企業がIoT・AI等のシステムを
通じてデータを収集・解析する目的

（出典：宮崎県「デジタル化推進計画」）

（出典：総務省「通信利用動向調査」）

（出典：総務省「通信利用動向調査」）

・県内では、従業員数101人以上の企業の約８割がデジタル化に取り組んでいる一方で、100人以下の企業
については、５割前後にとどまる状況

・近年、生成ＡＩが急速に普及する中、産業分野においても今後、更なるＡＩ等の導入拡大が必要

【県内】従業員数別デジタル化の取組状況



【論点１】リスキリング・リカレント P6

（出典：文部科学省「リカレント教育推進の現状について）

・国の調査によると、職場外の研修・訓練を実施している企業の多くは、自社実施又はグループ会社や
民間教育訓練機関を活用して実施しており、大学等との連携は少ない

・社会人が大学などで学習しやすくするためには、経済的支援や時間の配慮（短期プログラム、土日開
講、オンライン環境など）が重要

「職場外の研修・訓練」の実施主体 社会人が大学等で学習するに当たっての課題



【論点１】就職率と最低賃金・平均給与 P7

・コロナ禍で上昇した新卒者の県内就職率は再び低下傾向
・最低賃金・平均給与ともに増加傾向にはあるものの、全国平均との格差は縮まっていない
⇒ 稼ぐ力の強化が重要

本県新卒者の県内就職率

（出典：宮崎県「令和６年度県内高等教育機関概況調査」、文部科学省「学校基本調査」）
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（出典：毎月勤労統計調査（全国：厚生労働省、宮崎県：統計調査課）
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【論点１】女性や高齢者の就業 P8

・結婚や育児等で離職を余儀なくされている30～44歳の女性が働き続けることができる環境整備・機運
醸成が重要

・就業意欲に照らして、高齢者の更なる就業拡大の余地は依然として残されている

子育て世代の女性の働きやすさ指標
「（実績－全国平均）÷標準偏差」の平均値

①学童保育登録率
②保育所定員率
③三世代同居率
④男性の家事育児負担率
⑤男性の長時間労働者比率
⑥男性の育児休業等利用比率
⑦女性の正規雇用比率
⑧女性管理職比率
⑨男女間賃金比率

１位 高知県（1.16）

２位 鳥取県（1.06）

３位 島根県（0.93）…

６位 福井県（0.84）…

26位 宮崎県（-0.12）…

（出典：浜銀総合研究所「HRIテーマレポートNo.8）

（出典：総務省統計局「統計からみた我が国の高齢者」）

【全国】産業別65歳以上の就業者数及び割合（2014年、2024年）

％

歳～ ～ ～ ～ ～

【全国】高齢者の就業意欲と就業率

【男性】就業意欲がある者の割合
【男性】就業率
【女性】就業意欲がある者の割合
【女性】就業率



※「その他」は、「介護」「医療」
「経営・管理」「資格外活動」（留学
生のアルバイト等）「永住者」等。

技術・人文知識・国際業務
特定技能
技能実習
その他

（人）

末 末 末 末 末 末 末

【論点１】本県の外国人材の受入状況 P9

【県内】主な在留資格別の受入数

（出典：宮崎労働局）

・産業別では、製造業が最も多く、次いで農業・林業、建設業の順
・在留資格別では、技能実習が最も多く、平成31年４月に創設された特定技能も大きく増加

【技能実習】
○日本での実習で技能を身に付け、
母国に持ち帰ることを目的とし
た在留資格

【特定技能】
○人手不足が深刻な分野での人材
確保を目的とした在留資格

【技術・人文知識・国際業務】
○高度な知識・技術が必要な業務
（エンジニア、通訳等）に従事す
る高度人材

末 末 末 末 末 末 末

農業・林業

建設業

製造業

医療、福祉

宿泊業・飲食ｻｰﾋﾞｽ業

（人） 【県内】主な産業別の受入数



【論点２】民間投資の見通し P10

・国においては、実質GDP2％、名目GDP3％程度の継続的な経済成長により、2030年度に737兆円、2040年度
に1,006兆円の名目GDPを達成するため、2030年に135兆円、2040年に200兆円という投資額の官民目標を
設定

（出典：内閣官房「国内投資拡大のための官民連携フォーラム）



【論点２】賃上げ支援の方向性 P11

・国においては、2029年度までの5年間で、日本経済全体で年1％程度の実質賃金上昇（物価上昇を1％程
度上回る賃金上昇）を定着させることを目指す

（出典：内閣府「経済財政運営と改革の基本方針2025）



【論点２】売上高100億円以上の企業 P12

・国においては、売上高10～100億円未満の中小企業を「売上高100億円企業」に成長させるため、
工場・物流拠点等の新設・増築や生産性向上のための大規模な設備投資を支援

・本県における売上高100億円以上の企業の出現率（県内全企業数に占める割合）は0.25％となっており、
島根県と並んで全国ワースト

★全国約2,000企業が「100億宣言」
補助金採択事業者の平均投資額は
12.6億円、平均賃上げ率は5.9％
⇒ 本県は15社のみ（R7.12.1時点）

（出典：中小企業庁「100億企業創出に向けた施策の方向性）

（出典（株）帝国データバンク「「100億企業」の実態調査（2025年）」）

２０２３年度２０２２年度

出現率社数社数

3.09%6,124 5,849 東京都

0.25%23 21 島根県

0.78%481 446 福岡県

0.26%31 28 佐賀県

0.30%46 47 長崎県

0.42%92 87 熊本県

0.40%65 61 大分県

0.25%39 40 宮崎県

0.43%77 75 鹿児島県

0.43%75 71 沖縄県

1.02%15,159 14,569 総計

都道府県別の売上高100億円以上の企業数国の施策イメージ（100億企業の創出）



【論点２】主な産業分野の移輸出入率 P13

・半導体関連産業をはじめとする製造業は移輸出率が高く外貨獲得に強いことから、関連産業の集積・
成長が重要

・これまで高付加価値化に取り組んできたフードビジネス（一次産業含む）や宿泊業は、稼ぐ力の更な
る強化が必要

（出典：宮崎県産業連関表）
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【論点２】本県の観光業 P14

・コロナ禍から一定の回復はしているものの、宿泊者数の回復が遅い
・国スポ・障スポに向けて整備した施設の有効活用等による観光業の成長産業化が重要だが、他県と
比べて宿泊施設が県庁所在地（宮崎市）に集中しており、客室の絶対数も少ない状況

（出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」）

（出典：宮崎県観光推進課調べ）

長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

その他

県庁所在地

（出典：厚生労働省「令和６年度衛生行政報告例」）

（億円）

（万人泊）

（室） 旅館・ホテルの客室数観光消費額の推移

延べ宿泊者数の推移

霧島酒造スポーツランド都城 アスリートタウン延岡アリーナ



【論点２】農林水産業の構造転換による成長産業化 P15

・国においては、農地の大区画化・集約化やスマート技術の実装により、生産コストを引き下げ、収益
力向上を通じた所得向上を図る

（出典：内閣府「経済財政運営と改革の基本方針2025）



【論点２】海外展開や輸出の動向 P16

（出典：宮崎県調べ）

（出典：農林水産省「生産農業所得統計」）

【全国】食品産業の海外展開による収益額の推移
本県の農業産出額の推移

・世界全体では人口増加が見込まれる中、本県の強みである一次産業の海外展開・輸出拡大は効果的

本県の農畜水産物輸出額の推移



【論点２】国・本県のエネルギー事情 P17

・デジタル化・ＡＩ等の進展により、国全体の電力需要は増加する見込みである一方、2050年の温室効
果ガス排出量ゼロ（実質）を実現させるためには、再生可能エネルギーの更なる普及が不可欠

・本県の再生可能エネルギー電力は着実に増加しており、電力消費量に占める再生可能エネルギー
電力量の割合も非常に高い（R6:全国20.9％、本県72.5％）

国の電力需要想定

国の温室効果ガス削減目標

（出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書2025」）

（出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書2025」）

太陽光 水力 バイオマス 風力

本県の再生可能エネルギー総出力電力

（出典：宮崎県環境森林課調べ）

（MW）



【論点２】産業のＧＸ（カーボンクレジット・産業立地） P18

・森林資源等を活用したカーボンクレジット創出の取組が本県でも進展
・データセンターの増設など、ＤＸの進展により増加が見込まれる電力需要への対応として、再生可能
エネルギー等を活用した産業立地が求められる

（出典：内閣官房「第15回GX実行会議資料」）

再造林活動によるカーボンクレジット創出事例【宮崎銀行】



【論点２】スタートアップ P19

（出典：内閣府「経済財政運営と改革の基本方針2025）

・スタートアップは地域経済を支える新たな担い手であり、社会課題を解決する主体としても期待され
ることから、大学・高専を巻き込んだ取組の推進が重要



【産業づくり】本日の論点 P20

１．産業人財不足への対応

人口減少に伴い、産業人財の確保・育成はもとより、事業活動そのものを継続すること
が困難な事業者等も増えてきている。

今後、より担い手不足が深刻化していく中、現在の県内産業の体制をそのまま維持する
ことは困難であるため、デジタル化・ＡＩの活用やリスキリング等による労働力の補完、
労働の質の向上に加え、若者・女性や高齢者、そして外国人の労働市場への参入促進が
重要。

今後の産業人財の減少に対応した県内経済や産業の姿として、どのようなものが考えら
れるか。

２．投資を呼び込む地域産業づくり

本県企業の99.9％は中小企業であり、賃金水準や賃上げ達成率が高い売上高100億円以
上の企業割合は全国ワーストレベルにある。また、食・スポーツ・再生可能エネルギー
などの優れた地域資源（強み）を有しているものの、十分な付加価値の創出にはつな
がっていない。

本県の強みを最大限に生かし、魅力ある企業・産業の誘致や投資の促進を図り、新たな
雇用の創出や継続的な賃金の向上、若者・女性の流出防止につなげる好循環が必要。

例えば、スポーツ、再エネ、カーボンクレジット等を生かして民間投資を呼び込み、
稼げる県内産業（観光、製造、農林水産）をどのように創出していくべきか。


